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最後の警告―今すぐ本格的なメンテナンスに舵を切れ

道路の老朽化対策の本格実施に関する提言
～H26.4.14 社会資本整備審議会 道路分科会

家田道路分科会長（道路分科会道路メンテナンス技術
小委員会 三木委員長が同席）より、太田大臣に対して
提言が手交

笹子トンネル事故は、今が国土を維持し、
国民の生活基盤を守るために行動を起こす
最後の機会であると警鐘を鳴らしている。

日本社会が置かれている状況は、1980年
代の 「荒廃するアメリカ」同様、危機が危険

に、危険が崩壊に発展しかねないレベルまで
達している 。

「笹子の警鐘」を確かな教訓とし、「荒廃す
るニッポン」が始まる前に、一刻も早く本格的
なメ ンテナンス体制を構築しなければならな
い。

そのために国は、「道路管理者に対して厳

しく点検を義務化」し、「産学官の予算、人
材、技術のリソース（資源）をすべて投入する
総力戦の体制を構築する」。

老朽化対策の本格実施に関する提言

H24.12 笹子トンネル天井板崩落事故

道路走行中の車両が巻き込まれ、死者９名、負傷者２名
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点検に関する法令改正
① 省令・告示で 、5年に１回、近接目視を基本とする点検を規定、健全性の診断結果を４つに
区分。（トンネル、橋などの構造物に共通）

② 市町村における円滑な点検の実施のため、主な変状の着目箇所、判定事例写真等を加え
たものを定期点検要領としてとりまとめ。 （トンネル、橋などの構造物毎）

法令・定期点検基準の体系

健全性の診断結果を、４段階に区分

道路法

政令

省令・告示

H25.9.2施行

・トンネル、橋及び、損傷、腐食その他の劣化その他の異

状が生じた場合に道路の構造又は交通に大きな支障

を及ぼすおそれのあるものについて定期点検を規定

・５年に１回、近接目視を基本として実施

・健全性の診断結果を、４段階に区分

（全管理者、施設に共通）

・維持、点検、措置を講ずることを規定

（トンネル、橋などの構造物）

構造物に共通の規定

・構造物の特性に応じ省令・告示に沿った具

体的な点検方法

・主な変状の着目箇所、判定事例写真等

定期点検要領

H26.7.1施行

H26作成
H31改訂

（トンネル、橋などの構造物）

構造物に共通の規定

2

判定 Ⅰ 健全
Ⅱ 予防措置（予防保全）
Ⅲ 早期措置（次回点検迄）
Ⅳ 緊急措置（緊急対応）
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我が国のストックの現状

○日本には、全１２２万ｋｍの道路があり、橋梁は約７３万橋、トンネルは約１．１万箇所存在

する

＜橋梁数＞＜日本の道路種別と延長割合＞

＜トンネル数＞

3

※道路局調べ(H30.3 末時点）
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道路種別 橋梁・トンネル数

北海道では、全橋梁約3万橋のうち約2万橋が市町村道（179市町村）

【道路種別別橋梁数】

【北海道】【全国】

4

※道路局調べ(H30.3 末時点）

【道路種別別トンネル数】

【北海道】【全国】

※道路局調べ(H30.3 末時点）

※北海道開発局調べ(H30.3 末時点）

※北海道開発局調べ(H30.3 末時点）
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建設後50年以上（高齢化）の割合
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高度経済成長期（1955～1973年）

北海道開発局管理の橋梁（約4,200橋）は、高度経済成長期に建設された
ものが多く、老朽化が急速に進んでいます。
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北海道開発局管理の橋梁（約4,200橋）のうち、建設後５０年以上経過す
る橋梁は２５％（H30.3末時点）で、１０年後(R10）には４７％、２０年後
（R20）には６２％と急拡大します。

【2018現在】 【１０年後】 【２０年後】

建設後50年以上経過の橋梁の割合（10年単位）

注）建設年次が把握されている約4,200橋で整理

建設後

50年以上
25%

建設後

50年未満
75%

建設後

50年以上
47%

建設後

50年未満
53%

建設後

50年以上
62%

建設後

50年未満
38%

建設後50年以上（高齢化）の割合
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平成２９年度までの点検状況（道内）
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累積点検実施率（全道路管理者）

（54%）

○平成26～29年度の累積点検実施率は、橋梁83%、
トンネル78%、道路附属物等80%で、概ね計画通りに
点検を行えている。

（29%）
83%

（53%） （25%）
78%

（56%） （24%）
80%

道路施設 点検施設数
H29

点検実施数
H29

点検実施率

橋梁 31,301 9,199 29%

トンネル 501 126 25%

道路附属物等 3,024 738 24%

平成26～28年度 平成29年度 （ ）内は各年度の点検実施率

※H30.8公表 道路メンテナンス年報より （北海道開発局による道内管理者別集計）

道路施設 点検施設数
H29

点検実施数
H29

点検実施率

橋梁 4,276 850 20%

トンネル 273 75 27%

道路附属物等 1,922 583 30%

累積点検実施率（北海道開発局）

○平成26～29年度の累積点検実施率は、橋梁79%、
トンネル87%、道路附属物等81%で、概ね計画通りに
点検を行えている。
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79%

（51%） （30%）
81%

平成26～28年度 平成29年度 （ ）内は各年度の点検実施率

（60%） （27%）
87%
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平成２６～２９年度の点検結果（全道路管理者・北海道）
※H30.8公表 道路メンテナンス年報より （北海道開発局による道内管理者別集計）

【判定区分内訳】

判定区分Ⅰ：（健全）

判定区分Ⅱ：（予防措置段階）

判定区分Ⅲ：（早期措置段階）

判定区分Ⅳ：（緊急措置段階）

【全道路管理者分の管理施設における健全性診断】
各施設とも、措置が必要（判定区分Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ）の割合が高い
道路橋、トンネルで判定区分Ⅳ（緊急措置段階）の施設あり

道路橋は、橋年齢に比例して、健全な判定区分となる施設の割合
が減少し、判定区分Ⅲ（早期措置段階）の割合が増加する傾向

≪H26～29点検施設の健全性の診断結果≫ ≪ H26～29点検（道路橋）の年齢構成と健全性の診断との割合》

施設名 総施設数 点検数 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
道路橋 31,301 26,067 10,016 11,709 4,290 52

道路トンネル 501 391 9 223 158 1
シェッド 429 313 20 183 110 0

大型カルバート 857 701 97 563 41 0
横断歩道橋 214 173 32 87 54 0
門型標識等 1,524 1,238 512 602 124 0
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0.9%

Ⅳ
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平成２６～２９年度の点検結果データ（管理者別分布・北海道）

北海道開発局

地方公共団体

高速道路会社

橋梁 トンネル 道路附属物等

3,394施設 239施設 1,564施設

22,043施設 108施設 494施設

367施設44施設630施設

※H30.8公表 道路メンテナンス年報より （北海道開発局による道内管理者別集計）

判定区分Ⅰ

55%判定区分Ⅱ

30%

判定区分Ⅲ

15%

判定区分Ⅰ
3%

判定区分Ⅱ
61%

判定区分Ⅲ

36%

判定区分Ⅰ
33%

判定区分Ⅱ
54%

判定区分Ⅲ
13%

判定区分Ⅰ

37%

判定区分Ⅱ

46%

判定区分Ⅲ

17%

判定区分Ⅳ

0.2% 判定区分Ⅰ

1%

判定区分Ⅱ

54%

判定区分Ⅲ

44%

判定区分Ⅳ
1%

判定区分Ⅰ
18%

判定区分Ⅱ
59%

判定区分Ⅲ
23%

判定区分Ⅰ

10%

判定区分Ⅱ

76%

判定区分Ⅲ

14%

判定区分Ⅱ
45%

判定区分Ⅲ

55%

判定区分Ⅰ

12%

判定区分Ⅱ
84%

判定区分Ⅲ

4%
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北海道における道路施設の老朽化の現状と損傷原因

今後、高齢化に比例して補修・架替えが増加することが想定される

北海道の橋梁は、札幌オリンピック（昭和47年）前後に建設されたものが多く、本州よりは

比較的新しいものの、積雪寒冷地であることから、冬期間に凍結融解を繰り返す「凍害」

が発生している。 本州の３大要因＝「疲労」、「塩害」、「アルカリ骨材反応」

一方、海岸に近い橋梁では、海から飛来する塩分による塩害や、路面凍結によるスリップ

防止を目的に散布している融雪剤による塩害もある

これら厳しい環境条件による凍害・塩害による損傷が、北海道の特徴である

塩害による損傷事例

10

凍害による損傷事例

損傷原因別内訳

※H30に診断した北海道開発局が管理する橋
梁の損傷箇所の原因別内訳。
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予防保全とは

15
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予防保全への転換

橋梁長寿命化修繕計画

定期点検 事後保全 損傷が深刻化
してから対応

床版打換 架替え

予防保全 損傷が深刻化
する前に対応

補修・補強 架替え

損傷が発生してから対応する事後保全から、計画的に補修する予防保全を

実施し、橋梁機能の長寿命化およびライフサイクルコスト縮減を図る

転換

【従来】

損傷が発生して

から対処する

対処療法型

【今後】

劣化の進行を

予測した上で適

切な修繕を行う

予防保全型

コンクリートの
ひびわれが深刻化

コンクリートの修繕
（床版打換）

（床版の例）

架替えサイクル
が長くなる

点検により、コンクリートに
軽微なひびわれを発見

下面に炭素繊維を
接着することにより、

ひびわれの進行を抑制

損傷が軽微な段階で

適切な対策工を実施

することにより、橋梁

機能の長寿命化およ

びライフサイクルコス

ト縮減を図る

■事後保全⇒予防保全へ転換

16
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※道路メンテナンス年報（Ｒ元年度）より

修繕着手率【全国】

○事後保全型（判定区分Ⅲ、Ⅳの修繕）の着手率に比べ、予防保全型（判定区分Ⅱの修繕）

は低い状況。

○予防保全型への転換が必要
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セカンドステージの方向性

点検義務化（法整備）

メンテナンスサイクル確定

（点検、診断、措置、記録）

メンテナンスサイクルを回す仕組み構築

（予算、体制、技術、国民の理解・協働）

ファーストステージは、短期的な取り組みとして点検・診断等のしくみを確立

セカンドステージは、ファーストステージを活かし戦略的に修繕等を推進

ファーストステージ セカンドステージ

予防保全型メンテナンス計画の実施

新技術による長寿命化・コスト縮減

適正な予算等の確保

地方支援

国民の理解、広報の充実

●限られた予算、人的資源のもと、持続可能なメンテナンスを実現

H26 H30 Ｒ元 Ｒ５
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維持管理費・更新費の推計

※社会資本整備審議会 交通政策審議会技術分科会技術部会 社会資本メンテナンス戦略小委員会(H31.3) 資料より
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メンテナンスサイクルの構築

今後、老朽化のピークが集中することが予想されるものの、限りある予算を
工面していく必要があり、単年度に補修可能な橋梁数には限りがある

計画的な維持管理を検討の上、メンテナンスサイクル（点検→診断→措置→
記録）を構築し、長寿命化修繕計画を作成

予防保全を効率的・効果的にし、点検・補修費用の平準化を図る

■メンテナンスサイクルにより、予算を平準化

点 検

記 録

措 置

診 断

・補修
・経過観察
・通行規制

反 映

充 実

長寿命化計画

≪メンテナンスサイクル≫
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点検結果：Ⅰ～Ⅳ
●：定期点検
○：修繕工事
◎：架け替え等

全管理橋梁に対し、点検・診断結果をふまえ、橋梁毎に、いつ、点検および

補修等を実施するかをリスト化し、計画的な維持管理を実施しているところ

橋梁長寿命化計画

橋梁長寿命化修繕計画（橋梁リスト）
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支援実施状況や
配分方針の共有

■メンテナンス業務の
地域一括発注

■点検結果の確認
（一定の品質確保）

【人不足】

■道路メンテナンス技術集団
■地方公共団体向け研修の充実
■修繕等代行
■跨道橋の点検受託等

【技術力不足】
■健全度（点検結果※）、重要度
に応じたさらなる重点配分
※ 道路メンテナンス技術集団の
支援を受けた点検等

■大規模修繕を対象とした
新たな支援制度の検討

【予算不足】

技術支援
の調整

活用する支援メニューの調
整、優先順位を踏まえた
点検計画の調整

『 メンテナンス会議』
が様々 な支援策をマネジメント

★ 全ての道路管理者が参加し、各種支援の調整等、連携・協力を行う。

道路メンテナンス会議

地方公共団体の三つの課題（人不足・技術力不足・予算不足）に対し、国が各都道府県と
連携して、支援方策を検討するとともに、それらを活用・調整するため、『道路メンテナンス
会議』を設置 （点検進捗促進、点検結果の妥当性確認、適切な修繕の実施）
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市町村技術職員の課題

○市町村全体の職員数は、平成17年度から平成29年度の間で約11%減少している。
○市町村における土木部門の職員数の減少割合は約14%であり、市町村全体の職員数の減

少割合よりも大きい。
○市町村全体の職員数は、近年増加傾向であるが、土木職員数は依然横ばいとなっている。
○技術系職員がいない市町村の割合は約３割に上る。
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○ 市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する点検・診断の発注を都道府県等が
地域単位で一括発注を行う、地域一括発注を推進している。

＜地域一括発注の状況＞

【イメージ図】

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

都道府県等による受託

国・県にてニーズを取りまとめ

・市町村のニーズを踏まえ、
地域単位での点検業務の一括発注等の実施

○平成２６年度： ３市町で実施（１００橋）

○平成２７年度： １６市町村で実施（４４８橋）

○平成２８年度： ７３市町村で実施（２，７０９橋）

○平成２９年度： ６８市町村で実施（２，４２３橋）

○平成３０年度： ３８市町村で実施（６９６橋）

地方公共団体の点検業務支援について

道内で不足している橋梁点検車や交通誘導員

などの運用効率が向上

市町村職員の事務負担を軽減

発注ロットを大きくすることにより、点検費用の

軽減、点検・診断のバラツキが減る

複数の市町村をまとめて発注することから、近

隣市町村と診断結果の整合を図ることが可能

【地域一括発注のメリット】

→ 全道１７９市町村のうち、８６（４６％）市町村

が利用実績あり
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【Ｈ３０年度研修等】：延べ３００名程度の地方公共団体職員が受講

地方公共団体への支援（研修・講習会）

①道路構造物管理実務者研修 《北海道開発局職員研修室で開催》

対 象 ： 地方公共団体職員（及び直轄職員）

参加人数 ： １４０名（うち地方公共団体職員１１０名程度５６市町村が参加）

時 期 ： 橋梁Ⅰ（1回目） H30.8.21～8.24    約46名
橋梁Ⅰ（2回目） H30.9.25～9.28 約29名
橋梁Ⅱ H30.10.15～10.18 約33名
トンネル H30.10.31～11.2 約 6名

目 的 ： ○地方公共団体の職員も受講できる点検や補修に関する
全国統一的なカリキュラムとテキストによる技術研修

○点検要領に基づく点検に必要な知識・技能等の取得を目的に実施

②道路メンテナンス講習会（橋梁） 《開発建設部毎に開催》

対 象 ： 地方公共団体職員（及び直轄職員）

参加人数 ： ２７２名（うち地方公共団体職員１９０名程度７６市町村が参加）

時 期 ： ７月以降、順次開催

目 的 ： 橋梁点検における着眼点や現地での打音検査等、
期 ： 現地実習を主体とした講習会
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点検要領の改訂 作業量の低減
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点検要領の改訂 作業量の低減
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点検要領の改訂 留意事項の充実
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点検要領の改訂 新技術の活用



30

性能カタログ（案）に掲載された技術

○ これまでに国で技術公募し、国管理施設等の定期点検業務で仕様確認を行った１６技術
を対象にカタログを作成（平成３１年２月時点）。

③トンネル（覆工画像計測技術）

①橋梁等（画像計測技術）

②橋梁等（非破壊検査技術）

• カメラを搭載した車両でト

ンネル内を走行し、覆工の

変状写真を撮影

• カメラを搭載したドローンや

アーム型ロボットで道路橋

の損傷写真を撮影

• ドローンやアーム型の機械

に搭載した打音機構や赤

外線等によりコンクリート

のうき・剥離を検査

※性能カタログ（案）目次より抜粋
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学識者連携による症例検討

○点検・調査結果に基づく措置の質の向上を目的に、学識者と連携し、措置および損傷に
ついて症例検討を実施

○症例検討のテーマは日本海沿岸にかかる橋梁の「塩害環境におけるコンクリート橋の劣化
と対策」
○塩害による損傷対策を実施してから概ね１０年程度経過した橋梁について対策工法・劣化
状況について検証し塩害に対する補修の留意点について整理する

【開催概要】
日 時 ： 令和元年６月１２日（水）１３：４０～１６：４０（現地視察）

令和元年６月１３日（木） ９：４０～１４：００（現地視察）
１４：２０～１６：２０（検討会）

場 所 ： 現地視察
国道２２９号 見市橋（八雲町）、可笑内橋（乙部町）
国道２２８号 武者見橋（江差町）、新小安在橋（上ノ国町）

清部大橋・大磯橋・唐津内橋（松前町）
検討会 松前町町民総合センター

学 識 者 ： 北海道大学、室蘭工業大学（２名）
研 究 者 ： 寒地土木研究所（構造系３名、材料系２名）
参 加 者 ： 松前町、福島町、七飯町、上ノ国町（自治体職員１０名）

点検・補修技術者（１１名）、国道管理者（７名）
主 催 ： 北海道道路メンテナンス渡島・檜山地方会議
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学識者連携による症例検討

33
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学識者連携による症例検討

Ｒ２２９ 八雲町 見市橋
１９６３年架橋 ポステンＰＣＴ桁橋 Ｌ＝９４．０ｍ（３径間単純桁）

H19 調査・補修設計
H20 断面欠損箇所（塩害による鉄筋腐食）の補修を実施。
H24 点検
H28 補修設計
H29 定期点検

主桁の補修箇所で遊離石灰の析出を伴う局所的なうきやひび割れを確認。断面補修を実施。

H19調査時全景

コンクリート塩害防止樹脂塗装 主桁ひび割れ

さび汁、塗装剥離
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学識者連携による症例検討

補修箇所のひび割れ

補修箇所のうき

H29補修後全景

主桁に塩害によると思われる、うき、ひび割
れが散見される。

目立った錆び汁は見られないが、補修箇所
と未補修箇所の塩素イオン濃度の差に起因
する「マクロセル腐食」が進行しているものと
思われる。
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学識者連携による症例検討

マクロセル腐食

補修部と既設コンクリートにおいて塩化物イオンや中性化の進行
に差ができるため、電位差が生じて「マクロセル電流」が発生し、境
界面に位置する鉄筋が腐食する現象である。再劣化（3年〜5年程
度）の要因となる。

引用元 : http://www.crdc.co.jp/product/galvashield.html
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学識者連携による症例検討

Ｒ２２８ 上ノ国町 新小安在橋
１９８８年架橋 非合成鋼鈑桁橋 Ｌ＝１８０．０ｍ（５径間連続桁）

H20 調査・補修設計
H23 断面欠損箇所（塩害による鉄筋腐食）の補修、犠牲陽極材設置による防錆処理実施
H24 点検時 新規のうき、ひび割れと補修箇所のうきを確認。
H28 補修設計
H29 断面補修、犠牲陽極材設置による防錆処理、全周コンクリート塗装

うきの範囲

H20調査時点
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学識者連携による症例検討

犠牲陽極材

H23部分断面補修 H29コンクリート塗装

H23に補修したが、その後うき、ひび割れが
発生した。

H29補修後は再劣化は確認されていない。

部分断面補修を実施していない箇所では、
今後うき・ひび割れが発生する可能性がある。
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学識者連携による症例検討

ガルバーシールド工法（犠牲陽極材の設置）

「マクロセル腐食」対策として補修後の早期劣化を防止する電気化
学的防食工法。ガルバシールドを鉄筋に結束することで、亜鉛をア
ノード部、鉄筋をカソード部という防食回路を形成し、鉄筋に防食電
流を供給し、鉄筋の腐食を防止する。

引用元 : http://www.crdc.co.jp/product/galvashield.html
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学識者連携による症例検討

Ｒ２２８ 松前町 清部大橋
１９７３年架橋 合成鋼鈑桁橋 Ｌ＝１２４．０ｍ（４径間連続桁）

H21 調査・補修設計
H21 下部工補修 SSI工法による全面補修＋沓座面に含浸材塗布
H23 床版補修 SSI工法による全面補修＋剥落防止塗装
H29 点検 橋脚の一部にうきを確認。

※SSI工法・・・塩分吸着剤入りモルタルを用いた塩害対策工法

鉄筋露出とうき鉄筋露出
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学識者連携による症例検討

橋脚
H29点検時にP2橋脚にうき、ひび割れが
確認されたが、塩害による再劣化かどうか
判断できない。

床版
H29点検時に一部にさび汁・ひび割れが

確認された（概ね健全）。鋼材腐食による
再劣化と思われる。

H21全断面補修、沓座面の含浸材塗布

H23全断面補修、剥落防止塗装
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学識者連携による症例検討

SSI工法

マクロセル腐食対策として「塩分吸着剤」を断面修復材に添加し、
鉄筋の残存錆やコンクリート中に存在する有害な塩化物イオンを
吸着固定し、亜硝酸イオンを放出することで、長期的にコンクリート
中に高い防錆環境を創出する、コンクリート品質改善型断面修復
技術。 （NETIS：KK-100009-VR）

引用元 : http://www.jrseg.co.jp/work/pdf/zairyou1.pdf
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学識者連携による症例検討

Ｒ２２８ 松前町 大磯橋
１９７８年架橋 ポステンＰＣ箱桁橋 Ｌ＝３４０．０ｍ（４径間有ヒンジラーメン橋）

H20 調査・補修設計
H21 断面補修、A1～P1間の電気防食（桁下面に電極を設置）
H22 下部工の全面断面補修＋含浸材塗布
H28 点検 電気防食保護モルタルの一部にひび割れとうきを確認

下部工補修箇所 ひび割れはあるがうきは無し
H29 電気防食を行ってない桁の部分断面補修とひび割れ注入

断面欠損・鉄筋露出 断面欠損・鉄筋露出
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学識者連携による症例検討

電気防食・全景

電気防食・保護モルタル

電気防食・通電用配管

全断面補修・含浸材塗布

保護モルタル、下部工のひび割れについて
は、材料の薄さによる温度拘束が原因と推
定される。
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検討会の主な内容
○検討会の整理結果
補修工法の効果に関するデータ蓄積、結果について各管理者、技術者間での水平
展開が望ましい。
塩害に起因する断面補修は、部分補修より全面的な補修のほうが再劣化しにく
い。
塩害による劣化の要因分析の際には工法の効果や材料の寿命、施工時の初期欠陥
等も考慮すべき。
○自治体からの意見・質問
損傷に対して補修ではなく架け替えも考慮すべきか？
⇒基本は補修メイン。国道での架け替え事例はＰＣ鋼線の破断等補修困難な場合
に限られる。

学識者連携による症例検討
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広報活動

○北海道道路メンテナンス会議は、橋の長寿記念イベントやパネル展、現場見学会等の取組を実施。
○橋のメンテナンスに関しての理解を促進することを目的に「北海道かけ橋カード」を発行。
（H29.9.16配布開始）

橋のエピソード等を
紹介。

日常メンテナンス、

定期点検、修繕等
について紹介。

【裏面】

橋近傍の道
の駅や高速
道路のサー
ビスエリア
等で無料(1
人1枚)で配
布。

【表面】

○国土交通省道路局は、橋梁等の点検結果、修繕の着手状況などについて「道路メンテナンス年報」を
作成・公表している。

１．道路メンテナンス年報について

２．点検実施状況と点検結果（Ｈ２６－２９）

（１）橋梁・トンネル・道路附属物等

（２）緊急輸送道路および跨線橋等

３．点検実施状況と点検結果（Ｈ２９）

（１）橋梁・トンネル・道路附属物等

・・・・・

４．修繕・措置の状況

５．橋梁・トンネルの現状

６．地方公共団体でのインフラメンテナン

スに向けた取り組み

７．データ分析・活用野事例
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広報活動 今後に向けて

※H23 国土交通白書より

○正確な調査、事実の把握
○情報開示
○国民の費用負担を増やさない視点

費用低減、無駄の排除
予防保全
一体整備
多面的利用 など


